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生活交通確保維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画） 

 

平成２７年６月３０日 

（名称）各務原市公共交通会議 

０．生活交通確保維持改善計画の名称 

 

 各務原地域内フィーダー系統確保維持計画 

１．地域公共交通確保維持に係る目的・必要性 

 各務原市においては、市の中央部を東西に走るＪＲ高山本線や名鉄各務原線、路線バス（岐阜バス、

名鉄バス）、コミュニティバス「ふれあいバス」により構成される公共交通機関網が広がっている。「ふ

れあいバス」は、平成１２年６月より試験運行を開始し、平成１５年７月に本格運行に移行し、現在に

至っている。しかし、住民要望に応じ、交通空白地域を縫うような形で路線を延伸し続けた結果、起点

から終点までの所要時間が約２時間となる長大路線となっている。また、鉄道、路線バスとの連携も十

分図られていない状況にある。 

 また、増加傾向にあった各務原市の人口は、平成２６年より減少に転じ、今後も減少傾向が続くもの

と見込まれている。高齢化が進む一方で、自動車への依存が進み、歩かない高齢者が増加しつづけた場

合、体力低下や虚弱化を招き、社会保障費の増大や引きこもり問題等をさらに助長する懸念がある。 

 従って、今後は鉄道駅や地域間幹線バス停など、地域の生活拠点を中心に身近な生活圏を形成し、生

活圏に応じた移動手段を確保するなど、高齢化に対応したまちづくりと一体となった公共交通ネットワ

ークを形成していくことが重要である。 

 従って、地域公共交通確保維持事業により、利用者ニーズにあった効率的な運行を実施するためには、

各地区の地域特性にあった公共交通サービスが必要であることから、現在のふれあいバス路線を再編し、

以下のようにフィーダー路線を確保、維持することで、住民の生活交通手段を存続させていくことが必

要である。 

 【対象路線】 ふれあいバス   稲羽線、蘇原線、東西線（朝夕便含） 

 

２．地域公共交通確保維持の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

・ふれあいバス 稲羽線 乗車人数 ５人/１便 以上乗車、２５,５００人/年 以上乗車 

・ふれあいバス 蘇原線 乗車人数 ５人/１便 以上乗車、２５,５００人/年 以上乗車 

・ふれあいバス 東西線 乗車人数 ５人/１便 以上乗車、１０,０００人/年 以上乗車 ※朝夕便含 

 

（２）事業の効果 

 ふれあいバスの稲羽線、蘇原線、東西線（朝夕便含）を維持・確保することにより、当該地区の高齢

者等の日常生活に必要不可欠な移動手段が確保される。 

 また、幹線・支線のネットワークが連携することで、効率的な運行体系が実現できる。さらには、外

出促進・地域活性化にもつながることが期待できる。 



３．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者 

 地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表１」を添付  

 ①予定している時刻表・運行予定期間 

  ・時 刻 表：別添 

  ・運行期間：平成２７年１０月１日から 

 ②運送事業者の決定の経緯 

   サービス供給能力、安全運行の体制・方法、運行計画・ダイヤ作成能力、乗務員の教育・管理能 

  力、運行管理・車両の整備体制、事故等の対応、利用者の苦情処理体制・方法、運行経費、その他 

  独自のサービスについてプロポーザル方式により総合的に決定 

 ③地域内フィーダー系統の補足資料 

  ○ふれあいバス   稲羽線、蘇原線、東西線（朝夕便含） 

 

４．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

 地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表２」を添付 

 なお、各務原市から運行事業者への負担金額については、運行収入及び国庫補助金を運行経費から差

引いた差額分を負担することとしている。 

 

５．補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称 

 株式会社岐阜バスコミュニティ 

 

６．補助金の交付を受けようとする手続きに係る利用状況等の継続的な測定方法 

 該当なし 

  

７．別表１の補助事業の基準二に基づき、協議会が平日１日当たりの運行回数が３回以上で足りると認

めた系統の概要 

 該当なし 

 

８．別表１の補助事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村に準ずる生活基盤が整備

されている」と認めた市町村の一覧 

 該当なし 

 

９．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

 表５ 地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要を添付 

 

１０.車両の取得に係る目的・効果 

 路線の再編に伴い、当該路線を運行するための車両を手当てすることが出来ないため、車両を新たに

２台導入する必要がある。 

 



１１．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

 車両の取得により、新規路線の運行を確保する。 稲羽線、蘇原線、東西線（朝夕便含） 

 

（２）事業の効果 

 稲羽線、蘇原線、東西線（朝夕便含）を維持・確保することにより、那加・蘇原、稲羽、川島、鵜沼

地区の日常生活に必要不可欠な移動手段が確保される。また、安全性・経済性・快適性・環境配慮・バ

リアフリー対応等の改善を図ることで、利用者の満足度、利用促進につながり、外出促進、地域活性化、

医療費の削減にもつながる。 

 

１２．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者、要する費用の総額、負担者及びその負担額 

 地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表７」を添付 

 ※なお、各務原市から運行事業者への負担金額については、国庫補助金を差引いた差額分を負担する

こととしている。 

 

１３．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における収支の改善に係る

計画 

 該当なし 

 

１４．協議会の開催状況と主な議論 

 平成２５年度  

 ・第１回（25.11.25） 

  各務原市地域公共交通会議（法的協議会）立ち上げ 

  各務原市の概況と公共交通の現状、市民ニーズの把握について 

 ・第２回（26.2.4）  

  ふれあいバスを考える会（住民懇談会）について 

  公共交通の活性化及び再生の総合的かつ一体的な推進に関する基本的な方針及び目標案について 

  目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項について 

 ・第３回（26.3.19） 

  各事業のスケジュール案について 

  平成 26 年度予算案について 

 平成２６年度 

 ・第４回（26.9.1） 

  ふれあいバス利用者ヒアリング結果について 

  ふれあいバス利用者アンケート結果について 

  公共交通ネットワークイメージ図について 

 

 



 

 ・第５回（26.11.25） 

  ふれあいバス再編案（ルート図）について 

  ふれあいバス見直し案のダイヤ設定の基準について 

  デマンド型交通システム（ふれあいタクシー）の計画案の策定について 

  運賃、料金の検討について 

 ・第６回（27.3.18） 

  地域公共交通確保維持改善事業に関する事業評価について 

  各務原市地域公共交通網形成計画案について 

  平成２７年度予算案について 

 ・第７回（27.6.25） 

  各務原市地域公共交通網形成計画案に対するパブリックコメントの結果について 

  地域内フィーダー系統確保維持計画認定書について 

  平成２６年度決算について  

               

１５．利用者等の意見の反映状況 

 市民アンケート、利用者ヒアリング調査、ＯＤ調査、ふれあいバスを考える会（住民懇談会）等によ

り得られた市民や利用者の意見を反映して計画を作成した。 

 

１６．協議会メンバーの構成員 
 

 関係都道府県 岐阜県都市建築部公共交通課 

関係市区町村 各務原市 

交通事業者・交通施設設置管理者等 岐阜乗合自動車㈱、㈱岐阜バスコミュニティ、名鉄バス㈱、 

東海旅客鉄道㈱、名古屋鉄道㈱、岐阜交通㈱、岐阜国道事

務所、岐阜土木事務所、各務原警察署 

地方運輸局 中部運輸局岐阜運輸支局 

その他協議会が必要と認める者 岐阜大学工学部教授、各務原商工会議所、住民代表、利用

者代表 

 

      【本計画に関する担当者・連絡先】 

      （住所） 岐阜県各務原市那加桜町 1-69   

      （所属） 各務原市産業活力部商工振興課   

      （氏名） 古田希雄                    

      （電話） 058-383-9912                 

      （e-mail）syoko@city.kakamigahara.gifu.jp 
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